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２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会（第８回） 

平成３０年６月１８日 

 

１ 日時 

平成３０年６月１８日（月）１６：４０―１８：００ 

２ 場所 

中央合同庁舎２号館 ８階 総務省第１特別会議室 

３ 出席者 

（１） 構成員 

岡座長、坂村座長代理、猪熊構成員、上田構成員、遠藤構成員、桑津構成員、古宮

構成員、近藤構成員、佐々木構成員、須藤構成員、知野構成員、徳田構成員、宮内

構成員、山本（敏）構成員、山本（正）構成員 

（２） 関係省庁 

平田 内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部

事務局事務局長 

向井 内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室 室長代理 

藤江 スポーツ庁 審議官 

吉田 経済産業省 大臣官房審議官（IT戦略担当）（渡辺構成員代理） 

小瀬 経済産業省 大臣官房審議官（商務・サービス担当） 

（３） 総務省 

坂井総務副大臣、小林大総務大臣政務官、富永総務審議官、鈴木総務審議官、山田

情報流通行政局長、今林国際戦略局長、武田官房総括審議官（広報担当）、吉田官

房総括審議官（情報通信担当）、谷脇政策統括官（サイバーセキュリティ担当）、吉

岡審議官（情報流通行政局）、今川情報通信政策課長、飯倉情報通信政策課調査官 

４ 議事 

(１) ２０２０年東京大会に向けた取組等の報告 

(２) アクションプランの進捗状況について 

(３) 「２０２０年東京大会に向けた提言」について 

(４) 意見交換 
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５ 議事概要 

 

（１） ２０２０年東京大会に向けた取組等の報告 

 

【坂井総務副大臣】   

○ お忙しい中お集まりいただき感謝。本日はＩＣＴの推進ということでご議論いただく

わけだが、今朝のような地震や災害に対する強靱化といったものも、やはり今後同時に

大事な論点としてあるのだと感じた。 

○ 岡座長には、この懇談会をはじめとして、日ごろより地方自治体などにも足をお運び 

いただき、現場の状況をつぶさに見ていただくなど、幅広い展開にご尽力いただいてい 

ることに感謝申し上げる。 

○ また、本日は東京オリンピック・パラリンピックの開催される２０２０年にフォーカ

スした提言案をご報告いただくが、坂村先生におかれては、幹事会主査として議論をお

まとめいただき感謝。 

○ この懇談会では、２０２０年をＩＣＴ技術のショーケースと捉えて、社会全体のＩＣ 

Ｔ化の加速化に取り組むことをミッションとしている。我が国は、本格化する少子高齢 

化や人口減少に伴う静かなる有事に直面しており、国民生活に変革と希望をもたらすた

めには、ＩＣＴを積極的に生かし切ることが切り札になるかと思う。 

○ 東京オリンピック・パラリンピック大会の成功はもちろん、その後の変革に向けた第

一歩として、この懇談会で２０２０年に向けた取り組みを推進していただくべくご議論

いただきたい。 

○ ２０２０年とは申してもあと２年なので、ゆっくりしているわけにはいかないので、

本日は幅広なご議論をよろしくお願い申し上げる。 

 

 

【古宮副事務総長】   

（資料８－１に沿って説明） 

○ 放送・通信サービス関係に関しては、放送映像の国際信号というのは２Ｋと４Ｋが混

在しており、東京大会からは４Ｋが標準になっていくかと聞いているが、４Ｋ放送はオ

リンピックでは初めてと聞いている。 



 -3- 

○ Ｗｉ－Ｆｉについては、観客用、フリート・バス用ということで、携帯事業者所有の

キャリアのＷｉ－Ｆｉを無料で開放していた。ただし、あまり接続率はよくなかったか

なという印象で、人気競技が始まってくるとなかなか使えないというのが実態のようだ

った。 

○ ５Ｇはまだショーケースのみという状況だった。Ｗｅｂラジオによる実況中継が行わ

れていたようだが、韓国語、英語のみで、カーリング競技だけをショーケース的に行っ

ていたようだ。また、Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐｓに関しては。位置がなかなか正確に出な

かったという不具合もあったようだ。 

○ いろいろなトライはあったが、総じてまだ十分使いこなせておらず、快適な環境では

なかったという感じ。 

○ 情報システム全般については、フルクラウド構成の方向に動いており、東京大会もお

そらくこうなると思う。問題はあるようだが、大会としてはこういう方向で、欧州のデ

ータセンターをベースにしていくようだ。 

○ 業務アプリケーションについては、韓国のＫａｋａｏというインターネットのいろい

ろなサービスをしている会社が、だ、ＳＮＳ・地図情報など全てを供給していたと聞い

ている。リオではＧｏｏｇｌｅだったようだ。 

○ モバイルのアプリケーションの充実については、関係者等にアクレディが発行される

が、それを認証に使うことによって、関係者限定の情報や、エリアを限定することも行

われていたようだ。 

○ 新たな競技計測技術の採用については、Ｏｍｅｇａのものだが、冬季スポーツのブー

ツやスキー板にセンサーを装着し、高度や速度などの自動計測を行っており、大会ごと

に技術が進化している。東京大会でもいろいろなものが使われると思うが、進化が目立

ってきた印象。 

○ セキュリティに関しては、開会式のときにメーンプレスセンター内で開会式の映像視

聴中断、Ｗｅｂサイトでのチケットの印刷での接続障害など幾つかインシデントがあっ

たようだ。数時間後に暫定復旧し、競技への影響は限定的で回避できたということだが、

攻撃目的や手法はどんどん進化している。 

○ これまでの大会では、ボイコットキャンペーンや、公開Ｗｅｂサイトへの攻撃が主流

だった。しかし、今回はシステムそのものの破壊を目的として、侵入して攻撃すること

が見られた。これは東京大会でも注意しながら、対応を考えなければいけない。 
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○ イノベーションの面については、ショーケース的に導入されていたものがある。映像

の関係だと、自由視点映像ということで、フュギュアスケート会場でたくさんカメラが

設置されていて、自由視点で映像が撮れるもので、江陵のアイスアリーナでも数十台カ

メラが設置されていた。 

○ 会場内Ｗｉ－Ｆｉでの映像オンデマンド配信について、パナソニックによる試験導入

などが試みられた。 

○ ロボットについては、幾つかあり、ドローンが五輪のマークを描くといったものや、

例えば翻訳機能を持った案内ロボット、聖火リレーで火を渡すロボット、それから飲み

物の配給をするロボットなどが幾つか出てきている。ドローンによる開会式、閉会式と

いうのは資料のとおり。 

○ 組織委員会としてどう対応していくかについては、訪日外国人が情報を得たり、ＳＮ  

Ｓを活用したりするには、Ｗｉ－Ｆｉがないと不便なので、Ｗｉ－Ｆｉを競技場で自由

に使えるようにしたいと考え、準備、企画をしている。ＳＮＳの利用やモバイルを利用

したスポーツプレゼンテーション等の実施を目的として、サービス提供を検討している。 

○ サイバーセキュリティ対策についても、ソリューションを早期に導入し、２０２０年

に向けたセキュリティ運用の成熟度を高めると書いてあるとおり、エンドユーザー、ネ

ットワーク、サーバーなど、各所、各段階において、セキュリティを注意深く入れてい

かなければいけないと思っている。 

○ 現在、常に演習、監査をし、前もって準備、訓練をする体制をつくりつつある。サイ

バー空間での正常な振る舞い、おかしな振る舞いを見分け、攻撃に事前に対応していく

ように、能動的な行動を起こすことが必要と思う。 

○ ロボットについて、組織委員会では現在、ワーキングチームをつくって、ロボットを

どこでどう使っていくかを検討している。 

○ これ以外にも大会にはいろいろなことがあるので、ＩＣＴを使って、できるだけ快適  

で楽しめる大会にしたいと思う。 

 

【猪熊構成員】   

（資料８－２に沿って説明） 

○ 多言語対応・ＩＣＴ化推進フォーラム、東京都２０２０大会に向けたテレワーク導入

推進の取り組み、そして東京都ＩＣＴ戦略、この３点について説明する。 
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○ 多言語対応・ＩＣＴ化推進フォーラムについて。平成３０年１月３０日、多言語協議

会及び推進フォーラムを開催した。フォーラムは、多言語対応の取り組み及びＩＣＴの

情報を広く共有・発信し、今後の一層の推進につなげることを目的としている。 

○ 当日は約８００名の方が参加した。多数のマスコミが取材し、新聞記事としても取り

上げられた。小池知事とともに、水落東京オリンピック・パラリンピック担当副大臣に

出席いただき、フォーラムの冒頭、挨拶をいただいた。 

○ 知事と副大臣の挨拶では、音声を文字情報にリアルタイムで変換して翻訳を行う多言

語会議システムを使い、挨拶の内容を日本語と英語の文字でスクリーンに表示した。 

○ フォーラムに先立ち、官民合わせて６８の団体で構成される多言語対応協議会を開き、

道路、交通、観光・サービス、小売の各分野における多言語対応の取り組み状況につい

て報告を行い、情報共有を図った。 

○ さらに、３６の企業や団体に協力いただき、多言語対応に役立つＩＣＴ機器など最新

技術の紹介をした。参加者からは、セミナーあるいは展示が自らの取り組みを進める上

で参考になったという感想があり、活気のある雰囲気の中で終了できた。 

○ 民間企業へのテレワーク導入推進の取り組みについて、大会期間中の交通混雑をいか

に緩和するかが大会成功に向けた大きな鍵の一つとなる。２０１２年のロンドン大会で

は、企業の多くがテレワークを取り入れることで混雑の解決を図った。これが契機とな

り、テレワークが定着し、大きなレガシーになったと言われている。東京都でもテレワ

ークの定着を２０２０年東京大会のソフト面でのレガシーとするため、多様な支援策を

展開している。 

○ 都内企業のテレワークの導入状況は、平成２９年に東京都で行った調査によると、従

業員３０人以上の企業では、６.８％が導入済だった。これを２０２０年度までに３５％

にするという目標を設定し、企業の様々なステージに合わせ、導入支援を行っていく。 

○ このため、まず気運醸成のために国が実施するテレワーク・デイズの取り組みと連携

し、ステージイベントなどを開催し、普及啓発を行っていく。 

○ また、テレワーク導入・実施に関するモデル実証事業や、テレワーク体験をセットに

したセミナーの実施、さらには業界別の現場での活用を想定したハンドブックの作成な

どを通じ、企業の導入意欲を高めていきたい。 

○ 平成２９年７月には、国とともに東京テレワーク推進センターを飯田橋に開設した。

ここでは、テレワークの相談やコンサルタント派遣等の支援のほか、多種多様な機器、
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ソフトを提示した体験コーナー、テレワーク導入企業の取り組み事例、あるいは行政機

関の紹介をするコーナーを設置しており、ワンストップでさまざまな支援を提供する拠

点となっている。７月から３月までの９カ月に３,５００人を超える方が来所した。 

○ また、実際に企業の方がシステム構築を行うに当たり、機器導入の経費や、サテライ

トオフィスの利用料の助成も行っている。多摩、島嶼地域についてはなかなか整備が進

まないという現状もあるので、オフィス開設の際の整備費補助も行っている。 

○ 東京都ＩＣＴ戦略については、ＩＣＴ先進都市・東京のあり方懇談会の提言を受け、

昨年の１２月にＩＣＴ戦略を策定した。本戦略は、東京都におけるＩＣＴ利活用につい

て、おおむね今後５年間の展開を示すものであり、取り組むべき具体策と検討すべき事

項を取りまとめている。 

○ 基本的な考え方として、都市機能を高めること、データを活用すること、官民連携で

行政課題を解決する仕組みを構築すること、民間におけるＩＣＴ活用を後押しし、生産

性向上・新価値創造を図り、東京・日本の成長につなげることを４つの柱としている。

この４つの柱に基づき、東京都が目指すセーフシティ、ダイバーシティ、スマートシテ

ィの３つのシティの実現を、効率化・加速化させていく。 

○ 東京２０２０大会に向け、東京が最先端ＩＣＴのショーケースとなるような多くの事

業を展開し、大会後にはそれをレガシーとして、さらなるＩＣＴ化を進めていく。 

 

(２) アクションプランの進捗状況について 

 

【飯倉情報通信政策課調査官】 

（資料８－３に沿って説明） 

○ 平成２７年の１２月に策定されたアクションプランについて、その進捗を簡単に報告

させていただく。まず、分野横断的なアクションプランについては、ＩｏＴおもてなし

クラウドによる都市サービスの高度化を平成２９年度も、前年度に引き続き地域実証を

継続した。内容としてはクラウド機能の高度化、関係者間のルールの整備、異なるクラ

ウド間での連携等の実証や、情報の登録、空港からの手ぶら観光、地方観光地における

交通機関と連携した観光実証など、様々な場面を想定した実証を実施した。 

○ 高度映像サービスについては、映画館や地方の公共施設などの大画面のスクリーンに、

４Ｋ・８Ｋのコンテンツを配信するという事業を行っている。現在、一般社団法人の映
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像配信高度化機構が取り組みを進めており、平成２９年度は、高度映像配信プラットフ

ォームの技術仕様や、それを受ける側の公共施設管理者向けのリファレンス・ガイドラ

インが作成されている。 

○ ２０２０年においては、東京オリ・パラ大会期間中に、４Ｋ・８Ｋのパブリックビュ

ーイングを実施する予定。 

○ 個別分野について、まず多言語翻訳については、５年計画のグローバルコミュニケー

ション計画に基づき、研究開発や実フィールドで行う社会実証を進めている。平成２９

年度の取組としては、平成２９年９月にスタートした、総務省とＮＩＣＴで、オールジ

ャパン体制で翻訳データを集積する翻訳バンクや、ＡＩを使った計算機をＮＩＣＴに整

備し、これによるディープラーニング技術を本格導入して、翻訳精度の大幅向上を実現

することとしている。 

○ デジタルサイネージについては、情報の一斉配信などをするための、デジタルサイネ

ージ標準システム相互運用ガイドラインを平成２９年度に改訂した。このガイドライン

を国際標準機関に提案中であり、１１月にＩＴＵ－Ｔで勧告化が実現することが予定さ

れている。 

○ オープンデータの利活用については、昨年度、公共交通オープンデータ協議会の主催

により、公共交通データを活用したアプリコンテストを開催した。また、訪日を検討し

ている外国人旅行者に対し、オープンデータを活用した観光情報の提供や、個人の嗜好

に応じた計画の作成支援を行うサービスモデルの実証を実施している。 

○ 放送コンテンツの海外展開については、従来の目標を達成したので、海外売上高を５

００億に増加することとして、目標を変更した。現時点では３９３.５億円まで達成して

いる。また、関係省庁や一般社団法人の放送コンテンツ海外展開促進機構とも連携しな

がら、日本の魅力を紹介する放送コンテンツを制作、海外発信する事業を継続的に支援

している。今年度は、従来のＡＳＥＡＮ６カ国だけではなくて、欧州も対象にして視野

を広げている。 

○ 公衆無線ＬＡＮについては、平成２８年１２月に計画を策定し、平成３１年度までに   

３万件、３万カ所の防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備を目標として掲げている。

現時点で２.１万カ所の整備が完了しており、引き続き官民で連携し、取り組んでいく。 

○ 認証連携については、平成３０年までに２０万カ所以上で、事業者の垣根を超えたシ

ームレスなＷｉ－Ｆｉの接続ができるような仕組みの構築を目指すことを目標にしてい



 -8- 

たが、平成２９年７月に前倒しで達成した。 

○ ５Ｇについては、２０２０年の実現に向け、研究開発・実証試験を推進している。平

成３０年度については年度末頃までの５Ｇ用周波数割当てを目指し、情報通信審議会で

５Ｇの技術的条件を策定したいと考えている。 

○ ４Ｋ・８Ｋについては、平成２９年４月に関係団体、放送事業者等で構成する周知、

広報のための連絡協議会を設置し、１１月に周知・広報のためのアクションプランを策

定した。平成３０年の１２月１日にＢＳ（右旋）、ＢＳ（左旋）、１１０度ＣＳ（左旋）

における４Ｋ・８Ｋ放送を開始するが、アクションプランに沿って、周知等の取り組み

を関係者と協力しながら進めていきたい。 

○ サイバーセキュリティについては、平成２９年１０月に公表したＩｏＴセキュリティ

総合対策に基づき、人材育成等の施策を総合的に推進している。また、ＮＩＣＴを通じ、

実践的サイバー防御演習（ＣＹＤＥＲ）を通じ、国・地方自治体の担当者向けの人材育

成プランを実施している。平成２９年度は、全国で１００回の演習を実施し、３,０００

名強が受講しており、平成３０年度も引き続き同規模で演習を行う予定。 

○ 競技会場におけるＩＣＴ利活用促進事業については、アクションプランには記載がな

いが、平成２９年５月に、本懇談会の下のスポーツデータ利活用タスクフォースで提言

があったことを受け、デジタルスタジアムの実現に向け、平成２９年度補正予算によっ

て取り組んでいる。 

○ 競技会場において、サイネージやスマホアプリ等のＩＣＴを利活用することで、外国

人や障害者等にも配慮した災害情報の伝達や、円滑な避難誘導を可能とする仕組みを実

証し、その成果を展開していく。 

 

（３）「２０２０年東京大会に向けた提言」について 

 

【坂村座長代理】   

（資料８－４に沿って説明） 

○ 本懇談会の下で、平成２９年１２月から２度幹事会を開いて、「２０２０年東京大会に 

向けた提言」案をまとめた。まとめる際に、まず５つの重点テーマを決めた。 

○ １つ目が前から進めている、おもてなしクラウドを今後どうするかについて。 

○ ２番目に、訪日外国人がたくさん来るので、ＶｏｉｃｅＴｒａをはじめとして、言葉
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の問題を解決する手段を開発する必要があるということ。 

○ ３番目に、サイバーセキュリティについて、オリンピック・パラリンピック東京大会

に限った問題ではないが、オリ・パラがきっかけでこういうことが起きるかもしれない

のでどう対応するかということ。 

○ ４番目が、テレワークとサテライトオフィスについて、大会が行われているとき、一

時的に東京のキャパシティーを超える数の訪日外国人が来るので、そのときにどうやっ

て円滑に都市の中の交通を運用するのかという問題があるため。 

○ ５番目はキャッシュレスについて、様々なサービスがネットで連携していくときに、  

支払い方法などお金の部分をどうするかということを解決しないと、スムーズに連携が

できないという理由から。 

○ 幹事会での議論では、２０２０年をターゲットとして、そこまでに何をやるのかとい  

うことと、その後どうするのかということをきちんと分けようという話になっている。

２０２０年の東京大会で何をやるのかと、その後どうなっていくのかの、両方を常に考

えながら同時に進めようとしている。 

○ ２０２０年東京大会は２年後に迫っているので、具体的にどうするかを今決めないと

いけない。レガシーも重要だが、２０２０年東京大会のときにどうするかを重点的に取

りまとめようということになった。そのときに、これら５つの重点テーマを、３つの方

法で推進しようと考えた。 

○ その１つ目がオープン化。ＶｏｉｃｅＴｒａやおもてなしクラウドを広く多くの人に

使ってもらうためには、これらの基盤のオープン化が非常に重要。 

○ ２つ目は、各団体にトップダウンで取り組みを進めてもらうこと。テレワークやサイ

バーセキュリティは、企業のトップに理解いただいて具体的に進めていただかないと、

どうしても具体的に進まない。 

○ ３つ目が周知の徹底。総務省はいいことをたくさんやっているのに、社会で知られて  

いないというのは困る。これを大臣とか政務官とか副大臣も含めていろいろ取り組んで

いただきたい。 

○ この３つを具体的なやり方として、５つの重点テーマを東京大会までに一里塚まで上

ろうと考えている。 

○ ５つの重点テーマについて、ポイントだけ説明する。おもてなしクラウドは、既にた

くさんの実証実験が行われていて、有効であることはわかってきた。この有効性をさら
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に具体的にするため、おもてなしクラウドの社会実装のための運営体制を整備すること

が非常に重要。 

○ また、今までは特定の人々を対象とした実証実験をやっていたが、それに加え、やり  

たいという方にはこれを使ってもらえる仕組みをつくり、オープン化を図る。 

○ 今年は、特にこれを広めるため、旅行代理店や航空会社との連携を強化するため、こ

れらの会社に特に重点的に参画していただく戦略になっている。 

○ オリンピック・パラリンピック大会との連携ということで、オリ・パラ組織委員会と

強く連携して、具体的にオリンピックのどこでこれを使い、オリ・パラ組織委員会とデ

ータ連携ができるかは、重点的に取り組むことになっている。 

○ 次に、ＶｏｉｃｅＴｒａについて。日本語というのは非常にユニークな言語で、最新

の情報通信技術を使って外国人との意思疎通を補助するというのは、我が国の技術力を

試すのにとっても良いテーマなので、ＶｏｉｃｅＴｒａを進めようと考えている。 

○ ＶｏｉｃｅＴｒａに関しては情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）の今までの成果を最大に

利用しようと考えた。そのためには、ＶｏｉｃｅＴｒａ関連の取り組みを総務省が中心

に進めているので、関係省庁との連携を強化することが大事。 

○ ＶｏｉｃｅＴｒａの翻訳バンクは、とにかく翻訳データをたくさん収集することが非

常に重要。特に税関では多くの問題が起きうるので、関係を強化し、税関などで使う言

葉をＶｏｉｃｅＴｒａの中で使えるようにしようと考えている。 

○ また、ＶｏｉｃｅＴｒａは今まではＮＩＣＴ中心の取組だったが、民間を中心にオー

プン化していくという方向転換を今こそすべきではないかということが、提言の中には

盛り込まれている。 

○ また、大会アプリケーションとの連携や、オリンピック関係企業に積極的に使っても

らうことは、当然戦略の中に入っている。 

○ サイバーセキュリティの確保については、人材不足がポイントであり、人材育成の必

要がある。サイバーコロッセオという演習を人材育成のために行っている。この演習体

制の強化を行うということで、規模の拡大や、大会関連組織における積極的な活用を行

い、サイバーコロッセオを最大限利用したい。 

○ また本国会でＮＩＣＴ法が改正され、サイバー攻撃の踏み台となる可能性があるＩｏ

Ｔの機械の脆弱性・セキュリティホールの調査というものが、ＮＩＣＴの業務の中に加

わった。調査の結果、あるＩｏＴ機器が危ないということがわかった場合には、それに
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基づいて電気通信事業者が機器の利用者に周知を行うことを、平成３０年度内から始め

る。ＩｏＴ機器からのサイバー攻撃が心配だということが言われており、重点的に取り

組むべき。 

○ サテライトオフィス、テレワークについては、オリンピック・パラリンピックが近づ

いているので、具体的な混雑予測を今やらないと間に合わない。この予測に基づき、東

京都流入をどのくらい減らせば良いのかを予測し、テレワークの規模を試算することを

重視している。 

○ 既に大企業ではテレワークや働き方改革が進んでいるが、日本を支える中小零細企業

にも周知しなければいけないので、平成３０年度は、国が中心となってテレワーク・デ

イズというものを打ち出し、その重要性を周知してもらう。先ほど言った３つの戦略の

中の一つの、広報の強化にあたる。 

○ テレワークやサテライトオフィスというのは、今後日本人の働き方改革にも非常に大

きく関係してくるので、大会をきっかけとして２０２０年以後、レガシーとしてさらに

定着していくように努力をするのは総務省にとっても重要なことだと思っている。 

○ キャッシュレス化の普及展開については、日本は中国などと比べると、手数料が高い

という問題や、電子マネー間の転々流通ができない問題や、法律の問題など、様々な問

題があって、キャッシュレス化が思ったように進んでいない。テクノロジー的に日本が

特にできないということはなく、また、また、現在世界は電子カードからスマホをベー

スとした決済に移行しているので、提言では、オリンピック・パラリンピックをベース

にして、ＱＲコード決済等に必要な標準化や、決済データの利活用などを行いたい旨記

載している。 

○ 平成３０年の夏に、キャッシュレス推進協議会というものが設立されると聞いている。

オールジャパンでの体制整備が重要であり、この協議会などを通し、２０２０年以後は、

キャッシュレスについて、もう少し速度を上げて取り組まないとまずいと思う。 

○ オリンピックのときには外国人がたくさん来る。例えば中国からもたくさん来ると思

うが、中国にはアリペイ等既に進んだものがあるのに、日本に来たら全然おくれている

なと思われるのはよくないので、オリンピック・パラリンピックをきっかけとして、さ

らなるキャッシュレス化を推進するべきいうことが、この提言に盛り込まれている。 

○ これら５つのテーマに関して、３つのやり方は共通している。これを、東京大会まで

にやること、それから東京大会以後のレガシーとしてやることを分け、とりまとめたの
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が、「２０２０年東京大会に向けた提言」である。 

 

【小瀬大臣官房審議官】   

○ 経済産業省では、平成２９年の１１月から３月にかけて、有識者からなるキャッシュ

レス検討会を開催し、議論の成果を平成３０年の４月に、キャッシュレスビジョンとし

て取りまとめた。このビジョンには、キャッシュレス社会実現に向けた課題や今後の方

向性が書かれている。 

○ 加盟店側からの指摘が多かったのは、手数料が高いこと、データの利活用を促すべき

だということ、消費者側のキャッシュレス利用を促すための取り組みを進めていくべき

であること、今後多くの企業によるサービス提供が予想されるＱＲコード決済について、

規格の統一や標準化が必要であること等。課題解決のための推進機関として、産学官に

よるキャッシュレス推進協議会の設立が必要という提言もいただいた。 

○ この提言を踏まえ、キャッシュレス推進協議会について、民間企業が中心になって設

立準備が進められており、夏にも設立されると聞いている。国内外の関連諸団体、企業、

関係省庁と相互連携を図り、早期のキャッシュレス社会実現に向けた取り組みが進めら

れることを期待している。 

○ 具体的な活動として、ＱＲコード決済の標準化に向けた取り組み、消費者へのキャッ

シュレス支払いの浸透に係る取組などを予定していると聞いている。 

○ 現行の政府目標は、２０２７年までにキャッシュレスの比率を４０％にするというも

のだが、早期達成に向け経済産業省としても、協議会と連携した取り組みを進めていき

たい。 

 

（４）意見交換 

 

【岡座長】   

○ 高度な映像配信サービスのアクションプランで打ち出している、４Ｋ・８Ｋによる大   

画面でのパブリックビューイングについては、関係者が多岐にわたる。オリンピック・

パラリンピック大会は日本が大会を通じて一体となるチャンスであり、全国各地で多く

の人々がパブリックビューイングを通じて感動を共有できるよう、オールジャパンで取

り組んでいただきたい。 
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【上田構成員】   

○ ＮＨＫは２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、最高水準の

放送サービスを視聴者に届けたいと考えている。 

○ ４Ｋ・８Ｋについては推進ロードマップに従って、平成３０年の１２月１日に本放送

を開始し、東京オリンピック・パラリンピックを多くの方が４Ｋ・８Ｋで楽しめるよう、

準備を進めている。 

○ 家庭で４Ｋ・８Ｋ放送を見られるようにするとともに、ＮＨＫの主催で、国内１０カ

所程度で大型画面による８Ｋパブリックビューイングを実施し、競技場にいるような臨

場感で、より深い感動が味わえるよう計画中。またＮＨＫの各放送局でも、４Ｋ・８Ｋ

放送の受信公開を行う。 

 

【遠藤構成員】   

○ 幹事会からの提言の中に、２０２０年に向けてという話と、２０２０年の後という話

があった。その観点から、プラットフォームのつくり方が重要であろうと思う。日本で

もデジタルガバメントを含め、デジタル化が推進されようとしているので、そういうも

のと深く連携する形でのプラットフォームのつくり方をしてほしい。 

○ 東京大会のレガシーとして、日本人がサービスを活用できるための手段・ツールとし

て、マイナンバーカードがうまく使われることを期待している。マイナンバーカードの

適用やアプリケーションのあり方もぜひ考えてほしい。 

○ キャッシュレスについては、重要な領域だが、日本は非常におくれているというのが

現状だと思う。一方、将来いろいろなところでのキャッシュレス化が必要であろうと思

う。例えば印鑑の使い方や、それ以外の認証の仕方等も含めて、法務的なところも改善

していく必要があろうと思うので、すぐにはできないと思うが、それらを含めたプラッ

トフォームのあり方を考えていただきたい。 

 

【桑津構成員】   

○ 重点テーマのテレワーク、サテライトオフィス、キャッシュレス化等、知らない人が

聞くと、東京大会とは関係ないと思われるものかもしれないが、大会を機に、特にサテ

ライトオフィスの働き方等については、企業が先頭を切ってやっていく中で、レガシー



 -14- 

として働き方そのものを変えていくほうへ仕向けるということで、うまい課題設定をし

ていると思う。 

○ 今まで国にあれこれとやってほしいことばかり言っていたが、民間企業側として、テ

レワークやサテライトオフィスなどの取組みの現状や、２０２０年までの目標やロード

マップを出すという議論を進める必要があるのではと思った。 

 

【近藤構成員】   

○ 我々は、高齢者、障害者のためのＩＣＴ活用講座を３０年程行っており、今年は特に

認知症の人と家族のための講座に力を入れている。こうした人たちのＩＣＴ活用実態調

査を現在行っているが、認知症の人の家族の方たちは、同世代の６０代、７０代の人に

比べ、４倍以上も多くネットを使っていることがわかった。 

○ 介護者の方というのは家でずっとテレビの前にいられるわけではないので、どこでも

見られる、スマホでオリンピック・パラリンピックを楽しめるように手伝っていきたい。 

 

【佐々木構成員】   

○ 平成３０年６月１８日の大阪の地震の関係で、訪日・在日外国人の方々に関して、ど

んな困り事があったのか、何がうまくいったのかということを２０２０年への教訓とし

て活用していただきたい。 

○ キャッシュレスはどんどん進めたい。 

○ 我々も女性の役員などを中心とした人たちのテレワークのステーションを都内につく

って、近々オープンする。大企業が、社員全員に例えば週１回はテレワークをさせると

決めてもらい、社員それぞれの属性に関係なく全員が、在宅や、近くの指定された場所

などで会社に来ないで仕事をすることを今から行うと、不便さ、便利さがわかり、改善

できると思うので、具体的な策に出ていただきたい。 

○ おもてなしクラウドのオープン化は良いと思う。オープン化を進め、旅行会社や航空

会社と連携し、入国の際、あるいは入国の前に、さまざまな手続ができると良いと思う。 

○ ＶｏｉｃｅＴｒａについては、日本に来る人だけでなく、海外に行く方も含め、体験            

する人を増やすことが広報のために一番良いだろうと思う。高校生や大学生に、授業の

一環や夏休みなどに使ってもらうとか、携帯にインストールしておいてもらうとか、今

からさまざまな広報活動を進めていってほしい。これはおもてなしクラウドも同じ。 
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【須藤構成員】   

○ 甲府市役所は窓口業務でＶｏｉｃｅＴｒａを使っており、ベトナム人、フィリピン人、

中国人などの手続きに適応できるようにしている。オリンピック・パラリンピックの際

も、小さなコンフリクトは生じやすいと思うので、大会の前に自治体に多く使ってもら

い、ボキャブラリーを増やして、トラブルが発生したときは迅速に対応できるようにす

べきと思う。大会まであと２年ないが、その間に東京２３区でも使い、できるだけコー

パスを集めるべき。 

○ Ｗｉ－Ｆｉは平昌のときも、途切れるケースがあったという報告があったが、国立競

技場では大多数の人が５Ｇを使うので、利便性は高まると思う。しかし、群衆が興奮状

態になると、サーバーに一気にアクセスし、フリーズドする可能性もある。端末対端末

で、Ｐ ｔｏ Ｐでやりとりができ、災害発生時等にパニックにならないように、お互い

に意思疎通をしながら避難誘導ができるようにするために、Ｗｉ－Ｆｉプラスビーコン

という枠組みで、代替的な方策も考えておいたほうが良いと思う。 

 

【知野構成員】   

○ 検討が始まったときと比べると、具体的にいろいろな案が出て、かつ技術開発の動向

や、いろいろなことがわかる報告、提言が出ていると思う。しかし、一般の人にとって

はなじみの薄いものが多く、提言の内容も基本的には訪日外国人や事業者向けではない

かととられてしまうし、そもそも存在を知らないということもあるかもしれない。 

○ 例えばサイネージは、いろいろなところで見かけるが、災害時に情報発信に使うなど、

設置の狙いが伝わっていないので、私たちの生活にどんな影響があるかを伝えるなどの

改善が必要と思う。 

○ テレワークについて、オリンピックとの関係が不明確な印象だったが、最近、東京オ

リンピックのときの混雑について、人であふれ、駅に近づくことすらできないといった

専門家のシミュレーションが報道で取り上げられ、サテライトオフィスの重要性やロン

ドンオリンピックの例が実感として伝わってきたので、そういう伝え方をしていくこと

も必要だと思う。 

 

【徳田構成員】   
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○ ＮＩＣＴが長年研究開発してきた多言語翻訳のＶｏｉｃｅＴｒａの技術や、サイバー

セキュリティの技術の社会実装が大事ということで、これからさらに充実させていこう

と思う。また、昨年から始めたサイバーセキュリティ人材育成プログラム、サイバーコ

ロッセオ、ＳｅｃＨａｃｋ３６５もさらに加速し、東京オリンピック・パラリンピック

関連の方々と連携を深め、人材育成を強化していきたい。 

○ ＶｏｉｃｅＴｒａに関しては、広報活動も大切というお言葉もいただいた。ＮＩＣＴ

では平成２９年９月から、翻訳バンク等の言語データの収集など、翻訳精度の一層の向

上を図るため、努力を続けている。 

○ サイバーセキュリティに関しては、ＩｏＴ機器に関するサイバー攻撃が非常に増えて

おり、平成２９年には５４％以上に増えている。ＩｏＴ機器が踏み台にされ、かつてな

いようなサイバー攻撃が起こり得る状況になってきているので、２０２０年東京大会に

向け、取り組みを引き続き積極的に進めて、サイバーセキュリティの充実を図っていき

たい。 

 

【宮内構成員】   

○ 東京大会に向けた５つの提言の中で、ソフトバンクは、サイバーセキュリティをどう

守っていくかということに特に注力している。サイバーリーズンなどイスラエルの企業

数社に投資を行い、ソフトバンク自身もこれによってプロテクトしているし、いろいろ

な企業に急速に普及させている。 

○ サイバーセキュリティは中小企業にも広めていかないといけない。人間の目では解析

できない膨大なデータはＡＩを通じてチェックできるようになる。例えばサイバーリー

ズンは、１秒間に８００万回チェックできる機能を持っている。それをもっと普及させ

ていきたい。 

○ テレワークについて、ソフトバンクは１年半前から方針転換を行い、テレワークやス

ーパーフレックスを導入した。サテライトオフィスはこの秋頃からスタートし、横浜か

ら始まって、順番に進めていく。ＷｅＷｏｒｋも全国に広めていく。これにより東京大

会のときにうまくミートできるかと思う。 

○ 京都府と一緒に、スマホの位置情報データを活用した分析を行っており、AIを使って、

どの時間帯でどこが混むかといった予測を提言できればと思う。 
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【山本（敏）構成員】   

○ 電通は、東京オリンピック・パラリンピックについて、さまざまな関係者の手伝いを   

しており、その全てについて、大会のビジョンである、史上最もイノベーティブで、世

界にポジティブな変革をもたらす大会を実現することを、常に念頭に置いて進めていこ

うと考えている。特に、すべての人の一人一人の感動体験を最大化することを、全ての

仕事において念頭に置いている。 

○ ＩＣＴ化の推進がもたらす安全、安心、安定的、そして便利な環境、あるいはＩＣＴ

化の推進がもたらすイノベーティブでクオリティーの高いインフラと、感動体験の最大

化を完全に一体化して考えていき、実現させていかなければいけないと再認識した。あ

と２年そのことをしっかりと考え、緊密に連携をとりながら進めていきたい。そして、

２０２０年で実現したことが、２０２０年以降、スタンダードになることを実現させよ

うと考えている。 

 

【山本（正）構成員】   

○ ＩｏＴおもてなしクラウドの都市化のサービスについて、平成２８年の千葉エリアか               

ら、平成２９年は会津エリアで、いろいろなおもてなしサービスを始めた。会津では、

文化・観光施設において、ｅチケットによるスマート入場のソリューションを用いた実

証実験を行った。スマートフォンで入場券が購入でき、キャッシュレス社会の実現にも

貢献できたと思っている。このおかげで、会津若松では、観光客が１.５倍、売上が２倍

になったという効果があったと聞いている。 

○ このようにＩｏＴおもてなしクラウドは、各自治体では効果が出始めているが、点の

動作ではだめで、面で日本全国を網羅して初めて、有効になってくると思う。今後、訪

日外国人に情報発信やキャッシュレス体験をしてもらうために、自治体間の連携が非常

に重要であり、総務省のリーダーシップが必要。自治体を含め日本全国の活動に広げら

れるように、よろしくお願いする。 

 

【小林総務大臣政務官】   

○ 大阪で地震があったが、ＩＣＴができるのは一人一人に合った情報提供だと思うので、

端末で使っている言語にあわせ、良い情報が提供でき、苦労がないようにできるのが理

想だと思う。そういう世界を我々は目指していくということで、今回、どういう苦労が
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あったのかはきちんとチェックをして、対応できるようにしていきたい。現状、ＩＣＴ

のインフラについては回復しており、ガスが大変そうということだが、消防庁も含めて

きちんと対応していきたいと思う。 

○ 日本らしい次の時代のつくり方はどういうものかというのは、国会でも大変議論にな  

っている。中国のように全部、リーダーシップを発揮して決められるかというと、日本

ではなかなか難しい。だからこそ、同じゴールを共有し、同時多発的にみんなで同じゴ

ールに向かって自分事のように思って、自発的に取り組むエネルギーを最大化するしか、

日本にはないだろうと思う。 

○ アクションプランから最後のレガシーまであることを、官民で取り組むことがとても

大切であり、ぜひ民間でここまで進めようという目標を、団体や各社で打ち出していけ

る形まで持っていければと思う。役所も、自治とテレコムの垣根がないようにやること

はしっかり約束したいと思うし、我々幹部も必ずテレワーク・デイズはテレワークをや

ろうとも言っている。隗より始めながらお互いにそういう目標達成を競争しながら、２

０２０年、そしてその先を迎えられるように、これからも一緒に頑張ってまいりたいと

思うので、引き続きのご指導と、そしてご協力をよろしくお願いする。 

 

【平田事務局長】   

○ オリ・パラがあと２年なので、実証から実装ということで、この１年間で、いろいろ    

なところで人間関係的にはもめていただき、実装の過程でトラブルがあるなら、１年間

で顕在化させ、不具合をなくしてもらうことを期待している。２０２０年という締め切

りに合わせ、４Ｋ、８Ｋ、５Ｇといった、新しい技術が動く年にもなるので、期待して

いる。 

○ テレワークは大変重要。何と言っても、祝日法の改正があったが、オリンピック期間

中に平日が１０日あり、これを交通規制せずに乗り切りたいと。休暇、テレワーク、時

差出勤等々で、とにかく交通規制を発動しないオリンピックを目指すためにも、テレワ

ークは非常に期待している。 

○ いずれにせよ、サイバーでも、移送交通でも、セキュリティでも、暑さ対策でも、全

ての関係で、この研究会の提言が役に立つ。ぜひ皆様にはすばらしい２０２０年に向け

た協力をお願いしたい。 
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【坂村座長代理】   

○ 政府側で立てるプランだけでなく、企業側でも新たにプランを立てるときが来たので

はというのは、全くそのとおりで、みんなでやらないとうまくいかないと思う。 

○ 今、ＥＵでＧＤＰＲ（ジェネラル・データ・プロテクション・レギュレーション）が

非常に話題になっている。日本で収集したヨーロッパの方の個人情報について、ヨーロ

ッパがＧＤＰＲをやっているぐらいなのでヨーロッパでは使えないという話が出ており、

逆におもてなしクラウドを使うことができないか、日本の法律はうまくいくのかという

問い合わせも来ている。 

○ オープンにするときに、日本企業だけでなくて、ＥＵ関係とか、アメリカとか、他国

の方に、もう少しおもてなしクラウドを使ってもらうことで、ＧＤＰＲについて、まだ

わからないところもあるが、日本としてＧＤＰＲに相当するものをきちんと打ち出して

いく必要があると思うが、そのときのプラットフォームに、おもてなしクラウドなどが

なればいいと感じた。 

 

【岡座長】   

○ 私からのコメントは一言だけ。もう実行あるのみということだけ。 

以上 


